違反された心理的契約から新しい雇用関係は生まれるか by 林 有珍
1．はじめに
　日 本 企 業 の 伝 統 的 な 人 材 マ ネ ジ メ ン ト
（Human Resource Management, HRM）は，長
期的な視点が重視されたマネジメントであり，
次の 3 つの特徴を持つ．具体的には，①コア
人材の長期雇用による内部での人材育成投資，
②スキルの伸長を評価基準としつつ長期的に行
われる企業内部での競争，③人材の長期的な囲
い込みによる労働者と企業間の目標同一化であ
る（守島，2001 ）．日本企業におけるHRMの
長期的視点は，正社員に対する心理的契約の性
質を強く規定する．心理的契約とは，「組織と
従業員間における信頼や社会的報酬に支えられ
る暗黙的な共通認識である」（Argyris，1960；
Rousseau，1995；服部，2008 ）が，日本企業
は正社員に対して関係的契約を結んできたと言
われる（Morishima，1996；守島，2001 ）．短
期的な関係で結ばれ即座の貢献−報酬が期待さ
れる取引的契約と違い，関係的契約は互いに対
する義務と権利が長期にわたって交換される社
会的契約である（蔡，2002 ）．
　本稿では，両立支援施策と女性正社員の勤続
との関係を考察するにあたって，両立支援施策
の利用（あるいは，その必要性をもたらす家庭
上の責任）により，正社員としての権利や責任
の範囲が変化する可能性に着眼する．日本国内
における多くの文献がすでに従業員の葛藤構造
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【概　要】
　正社員が形成してきた心理的契約に対し両立支援施策が及ばしうる運用上の属性に注目，心理的契
約の違反（Breach）・破棄（Violation）・変化（Drift）プロセスを検討した．両立支援施策の利用は，
高貢献を期待する日本的人材マネジメント（HRM）の下で，正社員としての心理的契約の違反を引
き起こしていた．ただし，育児退職者と勤続者を比較した結果，退職者は心理的契約の違反から破棄
に向かっている反面，勤続者は違反から変化を遂げ，仕事と育児を両立する正社員としての心理的契
約を再定立していた．育成・評価機能に焦点を合わせ，両者の選択を規定したHRM上の運用におけ
る文脈的情報を提供する．
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や両立支援施策の運用上の要因について指摘し
ているなか（例えば，西岡，2009；藤本・脇
坂，2008；松原，2010；脇坂，1983；脇坂，
2009 ），施策利用者本人による，正社員として
の役割を遂行しきれないという認識による葛藤
と施策運用実態間関係についてはほとんど検討
されていない．
　そこで，本稿では，育児休業及び短時間勤務
の利用者のインタビュー資料を主な手がかりと
して，高学歴のコア人材である女性正社員が出
産イベントを経て雇用継続するまで，両立支援
施策の利用とHRM上の運用実態がどのような
認識を生み出すのか，また，出産後に高いモチ
ベーションを持って働き続ける女性正社員はど
のような特徴を持つのか，の 2 点について心理
的契約理論の概念群を用いて検討を行いたい．
2 ．先行研究のレビューと研究仮説
2.1. 両立支援施策の利用と心理的契約
　経営組織での正社員は，業務にかかわる技能
やノウハウを長期的に啓発していくよう動機づ
けられる．また彼女ら（彼ら）は，採用・育成
・評価・報酬のHRM機能，上司のフィードバ
ック，同僚と共有する仕事観，経営者の公開・
非公開された言動など様々な組織内部情報を用
いて所属企業で奨励される行動様式を内面化す
る（Rousseau，1989；1995 ）．換言すれば，
組織内における社会化過程で経験した多くの公
式的・非公式的な情報シグナルを通して従業員
は，所属企業における従業員としての義務ある
いは権利の内容について認識が明確になってい
くのである（Guzzo and Noonan，2006 ）．
　心理的契約は取引的な心理的契（以下，取引
的契約）と関係的な心理的契約（以下，関係的
契約）で類型化できる（表 1 ）．
　とりわけ注目してほしい部分が契約の期間と
安定性，資源の特殊性に関する部分である．取
引的契約は，契約の期間が短く，いったん個人
と組織間に同意しあった互いの義務と権利につ
いて大きく変化することとがない．つまり，静
的である．企業特殊のスキルや育成の側面は比
較的に薄い．それに対し，関係的契約は契約期
間が長く，個人と組織間に同意しあった互いの
義務と権利が比較的に柔軟である．つまり，動
的である．オープンエンドともいわれるこのよ
うな特徴は，長期的な関係を前提としているた
めに，互いの状況が変わればそれに応じる形で
契約を維持するとの意思を表している．なぜな
ら，関係的契約を結んだ個人はその企業で長く
勤めることで企業特殊のスキルや能力を身に着
け昇進していくことが期待されるからである．
蔡（ 2002 ）は，正規社員をメインとする日本
の人材マネジメントの特徴は関係的契約と整合
的であると指摘した．
　日本企業における両立支援施策の利用につい
て多くの女性従業員が利用しづらいと感じてい
心理的契約の類型 取引的契約 関係的契約
契 約 の 期 間 経済的な側面 社会・心理的な側面
契 約 の 範 囲 定められている短期的
定められていない
長期的
契 約 の 安 定 性 静的 動的
契約のあいまいさ 明確で観察可能 曖昧で観察不可能
資 源 の 特 殊 性 一般的な知識・スキル 企業特殊的な知識・スキル
表 1．心理的契約の類型
蔡（ 2002 ）より
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る理由は「周りへの迷惑」と「キャリア上のコ
スト」であり（OECD，2003；日本経済新聞；
労働政策研究・研修機構，2003；21 世紀職業
財団，2009 ），このことは，業務の範囲があい
まいでチームワークを重視する日本企業の職場
環境が強い特性を持つ関係的契約を日本企業と
正社員間に結んでいるからにほかならない．さ
らに，育児を主に担当する社会的主体が女性で
ある日本社会で，育児休業や短時間勤務などの
両立支援施策の利用を選択する多くの女性正社
員は，拘束力の高い働き方が基本で高い貢献
（半自発的な残業，業務時間外になされる飲み
会への参加等を含む）が前提とされる関係的契
約が維持しにくくなる可能性がある．
2.2. 両立支援施策の運用と心理的契約の違反
　雇用関係で結ばれる組織と従業員との間に形
成された互いに対する義務や権利である心理的
契約はその履行が円滑に行われない際，「違反
（breach）」されたとの認知が生じる（Morrison 
and Robinson, 1997 ; Robinson and Morrison，
2000 ）．育児休業者は職場復帰時に配属先が変
わる場合も多く，新しい上司やメンバーからは
ソーシャルサポートを得にくくなることも想定
される．この場合，正社員は組織から見捨てら
れたように認識することもあれば，育児休業を
とった従業員本人の行為が関係的契約を違反し
た行動であると判断する可能性がある．
　 21 世紀職業財団（ 2009 ）では，育児休業
施策について「長期にわたる継続就業やフルタ
イム勤務を前提とした人事処遇制度では，制度
利用者に不利益をもたらし，結果として処遇上
の男女差となったり，休業取得を躊躇させたり
する可能性」があることから，両立支援施策の
運用上の難しさを指摘する．また，短時間労働
施策について「利用者は多いものの，その間の
仕事の分担・代替要員の確保が困難で生産性の
低下や周辺の労働者へのしわよせが生じている
企業，あるいは利用労働者の処遇が不明確，上
司や同僚の理解不足等により，労働者の就業意
欲や能力が十分発揮されていない企業があるな
ど，様々な課題が見られるところである」と述
べている．
　このように，両立支援施策の利用に付随する
運用の問題（評価および処遇における制度上の
側面と周囲の不理解や予想できない結果などの
職場環境を含む）によって両立支援施策の利用
する女性正社員は関係的契約を維持するにあた
って多くの危機状態に遭遇すると察せられる．
育児役割が加わることによる役割葛藤が増すこ
とはさることながら（Greenhaus and Beutell, 
1985 ; Lobel and Clair，1992 ），正社員の権
利として捉えられてきた福利厚生や生活支援と
して企業の支援を期待してきたのにもかかわら
ず（服部，2008 ），その運用上の都合で本人に
対する企業の義務が守られていないことから，
葛藤が増すことも考えられる．
　仮説 1 ．両立支援施策を利用する女性正社
員のうち，関係的な心理的契約を結んでいる従
業員は取引的な契約を結んでいる人に比べ，仕
事と育児の両立により，「関係的契約が違反さ
れた」との意識が働き，強い仕事葛藤を経験す
る
2.3. 育児退職と心理的契約の破棄
　心理的契約の破棄は，組織が同意し約束した
と認識した契約内容が維持しがたく関係が失
敗したと確信することで経験する感情および
情動的状態（Morrison and Robinson，1997 ，
p.230 ）を指す．心理的契約の破棄は，雇用関
係の質が激減することにつながり，しばしば退
職をうながす（Hirshman，1970 ）．Morrison 
and Robinson（ 1997 ）は，従業員が心理的契
約の維持に危機感を覚える認識的プロセスであ
る違反（Breach）状態から，憤慨・裏切り感
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などの感情的な反応が伴う心理的契約の破棄
（Violation）に移行する 4 つの要因を提示した
（表 2 ）．具体的には，1 ）心理的契約の不履行
が原因で生じた結果の大きさを知覚する結果評
価，2 ）それがいかなる理由で起き，またその
結果を食い止める権限は誰が有していたかに関
する結果属性，3 ）心理的契約が履行されてい
ないことが公平的だったかどうか，4 ）その他
の要因と関連した組織文化や共有された価値観
との比較をつうじた統合的過程がそれである．
統合的過程にかかわる要因として公平性と社会
的契約がある（前掲，p.242 ）．
　第 1 に，結果評価には 2 つの次元が存在す
るが，ひとつは心理的契約の不履行を原因とし
た結果が契約関係を維持する均衡状態を崩した
程度であり，もうひとつは，義務とされてきた
ことを履行しないことによって得てしまった結
果と履行していれば得られたはず結果を合わせ
た知覚である．両方とも心理的契約の違反によ
る負の結果である．均衡であるべきな雇用関係
に不均衡を生じさせた度合いが高ければ高いほ
ど，そして不履行によって得られた負の結果
（損失）が大きいほど，心理的契約の違反は破
棄に向かいやすい．
　第 2 に，結果属性は不履行による結果に責任
を持つ主体は誰かに関わる．責任の主体が組織
の上部階層に属するほど，心理的契約の違反が
破棄に向かいやすい．なぜなら，組織ではヒエ
ラルキーの上部にあるものが責任の主体となる
場合が多く，問題を解決するか不履行による結
果をコントロールできる十分な権力と権限を持
っているにもかかわらず，是正しなかったこと
による不納得感・憤りが強くなるからである．
　第 3 に，公平性は結果評価で判断された負の
結果が公平であるかどうかの判断に関わる．1 ）
経験した場合と類似した状況で誰でも被ること
になる結果であった，と判断する場合，2 ）申
し立てなどを通じて本人の意向を伝える環境が
整えられている場合，そして，3 ）特殊な状況
であるとしても納得のいくようなケアを受ける
場合，心理的違反が破棄に向かう可能性は抑え
られる．公平認識（Folger and Cropanzano，
要　因 内　容 違反→破棄への影響 備　考
結 果 評 価
契約不履行の程度 大きいほど強い
公平性が低く評価された
際、結果評価が過大に認識
される可能性がある。また、
結果の起きた理由や責任の
主体に関する評価が低かっ
た際、公平性そのものも低
くなる可能性がある。
不履行による結果が持つ含意
（本人への影響力） 含意の大きいほど強い
結 果 属 性
結果に責任を持つ者の、組織
ヒエラルキー上の位置
（組織・管理者・本人）
経営上層部の統制が可能だっ
たにも関わらず結果が起きた
場合、もっとも強い
公 平 性 不履行によってもたらされた
結果は公平なのか
不公平なプロセスや公平な扱
いをされていないと認識する
ほど、強い
社会的契約 組織文化のもとで受容および納得されるものなのか
組織内価値観と相応しないほ
ど、強い
他要因の影響を規定する。
つまり、他の要因において
悪い評価があったとしても
それが組織文化的に多くみ
られる場合、違反が破棄に
向かう確率は比較的に抑え
られる。
表 2．心理的契約の違反から破棄への進行に関わる要因
注：Morrison and Robinson (1997) p.242-247 の内容を基に作成．
− 24 −
違反された心理的契約から新しい雇用関係は生まれるか（林有珍）
21-36林_160121.indd   24 2016/01/21   11:17
1998 ）は，上記の結果評価や結果属性と緊密
に関係することになる．すなわち，負の結果ま
でのプロセスが公平ではなかったと強く認知す
ればするほど，結果評価に占める主観性が高く
なりやすく，結果評価は大きく算定される．
　第 4 に，社会的契約は組織全般に醸成されて
きた規範や慣行に関わる（Blau ，1964 ）．不
履行した義務とそれによる結果が組織全般を見
渡してどれほど受容されうるかは，心理的契約
の違反が破棄に向かうかどうかに影響すること
になる．極端的には，客観的にみて結果評価が
大きく公平性に乏しい状況でも，組織文化と風
土からこのような問題が蔓延し周りの人々がそ
の状況に慣れている場合，心理的契約の違反が
破棄に向かう可能性が抑えられる．
　それでは，心理的契約の違反から破棄へのプ
ロセスにかかわる概念を両立支援施策の利用状
況と照らし合わせてみよう．出産前の働き方に
比べれば組織への貢献を著しく低下させる育児
休業や短時間勤務施策の利用は，女性正社員本
人にとって厳しい結果評価となる．具体的に
は，昇進・昇格の遅れ，賃金の低下といった評
価・処遇上の側面から，周囲の正社員や上司
との関係の持ち方が変わる等の仕事外の部分ま
で，多様な形で現れるだろう．結果属性として
は本人，業績評価および人事考課を決定する上
司，ひいては両立支援施策を導入した所属企業
や経営者が想定される．公平性に関しては，両
立支援施策の利用とともに経験する職場環境の
変化，評価や処遇の変化などが予測できる範囲
のものだったのか，予測されなかったらその納
得のための措置が講じられたかどうかなどがあ
げられよう．最後に，社会的契約は，両立支援
施策の利用とその運用に関わって挙げられてき
た女性比率・両立支援施策の利用者率といった
数値的な側面から，ロールモデル・両立支援施
策が機能するための均等施策や多元的な雇用管
理などの組織全般の制度的な側面までが含まれ
る（Kossek and Lobel，1996；坂爪，2007；
佐藤，2008；西岡，2008 ）．たとえば，育児
休業施策の利用率が高い企業においてより多く
の女性正社員が勤続しやすい現象は，両立支援
施策の利用による直接な結果評価がひどい場合
であるとしても，があっても心理的契約の破棄
が起きにくいように，社会的契約による統合的
過程が機能した結果であると説明することがで
きる．
　仮説 2 ．両立支援施策の利用経験を通じて
従業員は，企業の運用実態により心理的契約が
違反された，あるいは，破棄されたとの知覚を
形成する．
　仮説 2-1 ．結果評価による心理的契約の違反
認識が破棄に至る可能性は，結果属
性（自分，上司，企業）において，
企業である場合が最も高い．
　仮説 2-2 ．結果評価による心理的契約の違反
認識が破棄に至る可能性は，公平性
が保たれていないと判断されればさ
れるほど，高い
　仮説 2-3 ．結果評価による心理的契約の違反
認識が破棄に至る可能性は，ロール
モデルがいればいるほど，同様な経
験をしている人同士のネットワーク
が多ければ多いほど，低い．
2.4. 心理的契約の変化
　心理的契約は，内面的（Internal contract 
change）かつ外面的（Externa l con trac t 
change）に変化しうるとされる．組織環境
（External）の変化から互いの義務や権利の範
囲が変化することもある．日本の場合，成果主
義の導入とそれに従う組織と従業員との関係に
おける変化が当てはまる（Morishima, 1996 ）．
内面的な契約変化は，状況の変化に応じて自然
と変化を繰り返していく（Drift, Rousseau，
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1995 ，p.144 ）とされている．Rousseau（ 1995 ）
では育児や介護といったライフ・イベントによ
って心理的契約のドリフトが起きうると言及し
ており，Scandura and Lankau（ 1997 ）も，
両立支援施策が心理的契約の一部として働く可
能性について触れている．
　両立支援施策の利用が関係的契約の違反を引
き起こす可能性があることについて先述した通
りである．心理的契約理論に従えば，次のよう
に、2 つの場合を想定することができよう．
　まず、一つは，関係的契約から取引的契約に
変更することで働き続けることになる場合であ
る。関係的契約を維持したいと強く思っても家
庭状況などで短時間勤務などの両立支援施策の
利用を避けられない場合，取引的契約に移行す
る可能性がある．短時間勤務施策を利用するこ
とで，営業だった人が内勤となったり給与やボ
ーナスのカットが大幅に行われたりする場合が
多くある．このような短期間における貢献−報
酬のメカニズムは取引的契約の特徴であるが，
取引的契約はもう 1 つの安定した心理的契約
でもあるため、本人の感じる関係的契約への違
反意識あるいは罪悪感は軽減され，両立支援施
策の利用による結果（賃金カット等）が衡平で
あると認識し心理的契約の違反意識は薄まりや
すい．
　もう一つの場合は、育児役割への参加によっ
て破棄される恐れがある正社員の心理的契約が
ドリフトした形で維持されるものである．関係
的契約の維持を強く願う場合，違反をもたらす
両立支援施策は最小限に抑えられ，短期間に経
験された心理的契約の違反への知覚は育児役割
が軽減されるうちにしだいに薄まる．もうひと
つは，両方とも，心理的契約の変化によって定
着を遂げる点では共通であるが，恣意的に関係
的契約の中身を修正するか、取引的契約に変化
するかに違いがある．
　仮説 3 ．両立支援施策を利用することで、
女性正社員の心理的契約は変化する
3 ．分　析
3.1. データの収集
　仮説を検討するために，出産経験をもつ女性
正社員 20 名を対象に，書面を通じて事前設問
を実施，そのうち 15 名とインタビューを行っ
た．設問への回答を行ったうえにインタビュー
の実施ができたのは，11 名である．東京と大
阪で住む協力者に対するインタビューは 1 人
当たり平均 1 時間半程度（ 38 分から 3 時間 10
分），そのうち 3 名は 2 回のインタビューを実
施した．育児休業中の従業員を除く 8 名の分析
が最終的に行われた．
ケース 勤続有無 業種 業務 勤続年数 職位 転職経験
Y
勤続
保険業 事務  5 無 有
K 製造業 広報 16 無 無
T 金融業 法務  3 無 有
N エネルギー 人事 17 課長 無
S 金融業 秘書 11 無 無
D 製造業 人事 22 課長 無
O
退職
保険業 営業 16 係長 無
H 金融業 事務 15 無 無
表 3．データの要約
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3.2. 調査実施
　インタビュー実施前，メールのやり取りで収
集した設問項目は，育児休業取得前の就業状況
・育児休業中における両立願望や見通し・復帰
後における短時間勤務などの施策利用状況・復
帰してからの評価が含まれている．事前設問を
用いて，女性の出産後キャリアに影響するとさ
れてきた夫の助力と収入，親との同居，出産前
までの仕事や部署の変化状況，子供の年齢，本
人の職種と職位，休業前後における収入，勤続
年数，会社規模も把握した．
3.3. 分析対象者の概要
　録音されたインタビューはすべて文字化し内
容分析を行った．事前質問票の答えとインタビ
ュー内容との違いがある部分はインタビュー内
容を優先して分析している（注 1 ）．
　データの概要を表 3 に示す．8 名のうち 2 名
が退職している．管理職である人が 3 名，その
うち 1 名が退職している．勤続中の 6 名のう
ち 2 名において転職経験があり，現時点の勤務
先が 2 番目の職場である．
3.4. 仮説の検討
　仮説 1 は，「両立支援施策を利用する女性正
社員のうち，関係的な心理的契約を結んでいる
従業員は取引的な契約を結んでいる人に比べ，
仕事と育児の両立により，関係的契約が違反さ
れたとの意識が働き，強い仕事葛藤を経験す
る」である．
　 8 名のうち，全員が出産前後において育児
休業，短時間勤務のいずれ，あるいは両方の両
立支援施策を利用しており，仕事と育児の両立
経験による葛藤を経験していることが確認で
きた．しかし，育児によって仕事が十分にでき
ないことによる葛藤をより強く表明した人は，
「責任のある仕事を自ら終わらせない」，「出産
前の働き方が維持できない」，「仕事をやる上で
歯がゆい感がある」，「周りの人に申し訳ない」，
「自分の存在が職場で薄れていく」など，組織
と本人が交わした関係的契約を自ら違反してい
る罪悪感を表した（Yさん，Cさん，Gさんの例）．
　●　Yさん（関係的契約者）
　 「子供が生まれる前と比べ，戸惑いがあった．
周りの人よりも自分の中での戸惑いの方が大
きかった．ジレンマというか．もうちょっと
残業したいけれど，それができない．あと 1
時間あればいいのに，それができない．仕事
面のやりきれない感がすごくあった」
　 「短時間勤務を利用することになったら，時
間はないし，やることはいっぱいあるし．絶
対に利用できないと思った．子供がまだ小さ
いので，利用したい気持ちはすごくあった
が，まずはフルタイムで復帰しないといけな
いと思っていた」
　●　Dさん（関係的契約者）
　 「元の職場に復帰したが，もともと，残業の
多い職場だった．私自身も仕事が好きで残業
はいとわなかった．周りの期待もあるし，出
産前のような残業の多い生活をやっていたか
ら復帰後も当然そういう働き方をしてくれる
だろうと思われた．職場で育児休業をとった
のは私が初めてで，前例がないのもあり，保
育園の迎えがあったって，家に帰れないと感
じていた」
　 「短時間勤務を 6 か月間取った．すべてが中
途半端だった．今日中にどうしてもしておか
ねばならない仕事が終わらない．後輩に託し
て帰らなければならない．申し訳なかった．
自分で責任を取らないといけない仕事を残し
て帰る．上司は，帰れと言ってくれるが，職
場で自分の存在感がどんどん薄れていくとす
ごく思った．」
　●　Gさん（関係的契約者）
　 「仕事も前に比べると調整していただいて，
それはありがたいが，ただ，どこかフラスト
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レーションというか，歯がゆいというか，本
当はもっとできるのに，できない．」
　 「短時間勤務者とフルタイムの人の間に，評
価が不利にならないようにはなっていると思
う．ただ，フルタイムの人からみると，あの
ひとはこれしか働いていないのに，自分より
成績がいいとなるとやはり納得がいかないだ
ろうと感じる．だから，そういうのを考える
と私も短時間勤務制度を利用することは避け
たかった．」
　その一方，Sさんの場合は，一般職として採
用した経緯もあり，仕事の負担が少なく，管理
職になることも期待されてこなかったのもあ
り，出産および育児による葛藤は少なかった．
また，育児休業や短時間勤務制度を利用し仕事
が制限されたり，残業をしなくなったりするこ
とに対しても葛藤は見当たらなかった．
　●　Sさん（取引的契約者）
　 「仕事と育児の両立の面において，仕事の面
ではそんなに無理をしたくはない．残業，残
業となるような職場だったらいやだし，早く
帰って子供と過ごしたい．」
　 「仕事は仕事で淡々とやる．」
　 「アシスタントの仕事をやっている．一緒に
仕事をやっている人も，仕事も好きだけれ
ど，どちらかというと，働きやすいのが大き
い．」
　Sさんは，取引的な心理的契約を持っている
ため，プライベートな理由で仕事への貢献が減
ることは，その分の賃金が減ることと連動し，
葛藤は生じていなかった．出産前から仕事中心
の生活を送ったわけでもなければ，同僚や同期
と仕事競争をした経験もない．任された仕事は
しっかりやり遂げるべきだと考えるが，組織に
埋め込み，一生働くという感覚は薄い．このよ
うなものは典型的な取引的な心理的契約の特徴
である．
　関係的な心理的契約を持ち，育児休業や短時
間勤務といった両立支援施策の利用が組
　織への義務を果たせないと感じた 3 人につ
いては，心理的契約の違反の主体として従業員
本人を指している点が注目に値する．既存研究
において，心理的契約の違反する主体は組織側
であり，個人（従業員側）はそれを認識し反応
するのみであった．
　それでは，既存研究で提示されていた，組織
経験を通じて従業員側が「組織によって心理的
契約が違反された」，あるいは「心理的契約が
破棄された」との認識は，両立支援施策の文脈
でどのように形成されるのか．
　仮説 2 は「両立支援施策の利用経験を通じて
従業員は，企業の運用実態により心理的契約が
違反された，あるいは，破棄されたとの知覚を
形成する」である．
　下位仮説として，
　仮説 2-1 ．結果評価による心理的契約の違反
認識が破棄に至る可能性は，結果属
性（自分，上司，企業）において，
企業である場合が最も高い．
　仮説 2-2 ．結果評価による心理的契約の違反
認識が破棄に至る可能性は，公平性
が保たれていないと判断されればさ
れるほど，高い
　仮説 2-2 ．結果評価による心理的契約の違反
認識が破棄に至る可能性は，ロール
モデルがいればいるほど，同様な経
験をしている人同士のネットワーク
が多ければ多いほど，低い．
　となる．
　両立支援施策の利用と心理的契約の違反との
関係を探るため，関係的契約の違反有無と違反
が生じた理由を分析した．関係的契約の違反有
無について，育児休業や短時間勤務を利用する
にあたって経験した諸葛藤内容を基に資料を分
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類した．関係的契約が違反されたという知覚は
主に 2 つの経緯からなっているようだ．1 つ目
の経緯は，両立支援施策の運用実態によって利
用前には受けられなかった多様な情報を受信す
ることで，正社員に対し企業が果たすべき義務
が守られていない，という知覚である．
　T氏（金融・法務／子供 2 歳）は正社員とし
ての役割を果たしている本人に対しそれに見合
う組織の義務を果たしていないことから，心理
的契約の違反を知覚している．T氏は，法律の
勉強で就職や結婚が比較的に遅かったため 37
歳に初出産を経験している．仕事一本で生活し
てきた彼女は育児休業と短時間勤務ともに短く
利用（ 6 カ月／ 2 カ月）しており，短時間勤
務の利用中にも残業をしたり仕事を家に持ち込
んだりで仕事をこなしていた．しかし，育児休
業の影響で昇進が見送られ，短時間勤務中には
チームワークしたメンバーに嫌みを言われたり
した．その経験から彼女は，組織は両立支援施
策を提供しているのに利用者を正当に扱ってい
ない，と判断した．
　「タイトルは変わらないで仕事は（出産）前
より増えている．上司には，まあゆっくり働き
なよ，と言われて短時間勤務を取ってしばらく
は 4 時半に帰っていたが，それでもいっぱい，
いっぱいで，もう早く帰ることは全然ダメな状
況．」
　「（チームを組んでいる）他部署の人に早く
帰ったとぶつぶつ言われて．…こっちがどれほ
ど会社に貢献しているかと思うと，やる気がな
くなるし，私がやる気を失うとそれは会社とし
てもまずいだろう．」
　 2 つ目の経緯は，育児休業や短時間勤務に係
る施策利用に伴い仕事へのコミットを著しく軽
減したことから，他の正社員に比べ本人がその
役割を果たせていない，という罪悪感に似せた
知覚である．
　先行研究では主に組織側が本来期待されてい
た義務を不履行したことによる心理的契約の違
反を記述しているものの，今回の調査では，組
織に期待されている程度までの義務を従業員本
人が履行していないことによっても，心理的契
約の違反が生じている点が確認された．たとえ
ば，D氏（製造・人事／末子年齢 10 歳）は第
1 子の出産後，育児休業を 6 カ月，復帰してか
ら短時間勤務を 6 カ月利用した．当時，周り
の期待に応じられずに罪悪感と申し訳なさがい
っぱいの生活を送ったという．彼女は 22 年前
に数少なく存在した女性総合職として長い労働
時間と同期の男性社員以上に仕事をこなしてき
た．結婚や出産で仕事を辞めることは考えたこ
ともなく，家族の助力を多く得ながら両立し現
在課長職まで昇進を果たしている．その彼女で
も，初めての両立支援施策の利用は大きな葛藤
を産んだ．それは，今までやってきた分の貢献
ができない自分に対するいらだちと焦りだった．
　「（育児休業に関して）職場の中で私が初め
ての育児休業者だったので前例がないこともあ
り，残業も多い職場で私も仕事が好きだったの
で．（出産後も）そういう働き方をしていたか
ら当然，復帰後も周りは期待する．育児休暇明
けてから仕事が変わっていて，本当に右も左も
わからなかった．知らない自分に落ち込むし，
組織にも役立たない．（短時間勤務に関して）
今日中にどうしても終わらせたいのに，後輩に
託して帰らないといけない，重要な会議を途中
で抜けなければならない．一時期は職場での自
分の存在感というのもがどんどん薄くなってい
るとすごく思いました．」
　周りの正社員に比べ自分の貢献が低いとの罪
悪感は，会社に対する自分の役割と義務を果た
していないという認識であり，心理的契約の違
反として働いていた．
　その他の勤続者も実際に育児休業から復帰し
てしばらくの間（短時間勤務をする時期と重な
る），大きな葛藤を経験しており，両立支援施
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策を利用することで，組織と本人との間に期待
し合って暗黙的に合意した役割と義務が崩れて
しまっていることが確認できた．その均衡点の
崩れる原因は，①本人側が会社に対し義務を果
たしていない，という知覚と②会社側が本人に
対し義務を果たしていない，という知覚となっ
ており，両方の知覚を同時に経験する例もあっ
た．したがって，育児休業後の職場環境の変化
・昇進への影響，短時間勤務による仕事質の変
化・成果不振などは，その現れ方は様々である
が，両立支援施策を利用したほとんどの協力者
は心理的契約の違反を経験しており，出産前に
内面化していた関係的契約の維持にこだわるほ
ど，その違反認識は強かった．
　次に，心理的契約の違反から破棄へ至る要因
を分析する．
　両立支援施策の利用及び運用による組織経験
が及ぼす関係的契約への影響を明らかにするた
め，ケース別に心理的契約の違反から破棄プロ
セスを規定する 4 要因（結果評価，結果属性，
公平性，社会的契約）がそれぞれどのように違
っているのかについて要約したのが表 4 であ
る．
　心理的契約の違反を経験した 7 人のうち，2
人が破棄を経験し，その 2 人は退職している．
すなわち，組織と本人間で合意されていた互い
の義務が履行されずその状況に対し憤りや裏切
り感にとらわれる状況で退職に至ったのである．
　退職に至った 2 人は，他の組織で勤めている
ため結果の内容は相違しているものの，結果属
性上，自分と組織双方を責めるような内容であ
ったことがわかる．公平性の欠如はその結果属
性のもつ破棄への影響を強める一方，他方では
ロールモデルやネットワークが不在しており他
の要因が及ぼす破棄への影響を緩和することも
できなかった．心理的契約の破棄を経験し，退
職した 2 人には次の 2 点に共通している部分
があった．ひとつは，両立支援施策を経験する
ことによって組織と本人の間の関係が成り立た
ないと決断し，退職にいたっている点，もうひ
とつは，経営組織そのものが掲げる論理に裏切
り感を抱き，育児活動に自己アイデンティティ
ーを求めている点（小学校の先生／保育・育児
カウンセラー）である．
　具体的に，O氏（退職者．保険・事務／末子
2 歳）は結婚願望もなく管理職（係長）として
キャリア意識が人一倍だった．部長に呼ばれ
「退職は絶対にしないという覚悟だな」と約束
ケース O H
勤 続 状 況 退職 退職
違 反 認 識 有 有
破 棄 認 識 有 有
結 果 評 価
業務上の責任は増す一方（育児には参加
できず）、玉突き異動を受ける（尊重さ
れない感）
1 年間の短時間勤務で最善を尽くした中、評価
されてなかった。男社会では生きられないと感
じる
結 果 属 性 組織、自分 組織、自分
公 平 性
結果が出る手続きが不透明でかつ不公平
であると認識している
インプットに対する公平なアウトプットを享受
できていないと感じ、不衡平であると認識する
社会的契約
女性の係長も子持ちの女性総合職もいな
い組織で、孤独だった
ママ友は多いが、評価される女性は本人とは違
う専門能力を持っているため、ロールモデルは
いなかった
表 4．両立支援施策の利用経験による心理的契約の破棄の例
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させられ育児休業中も部署と連絡を取りながら
働いた．本人が「まったく違う仕事に飛ばされ
ることまで覚悟して復帰」したが，代替業務
を行った 1 人の正社員が異例の「玉突き異動」
となった．人をマネジメントする職位でありな
がら自分から帰ることがまったくできず，「仕
事に帰って寝顔を見るだけ」の生活だったとい
う．中小企業で働く夫より倍の収入があったも
のの，「企業は酷なところがあって…」と嘆く．
彼女はもう経営組織で働くことはできないと判
断した．
　H氏（退職者．金融・事務／第 2 子妊娠中）は，
家事と育児を一人で抱えている中，短時間勤務
を利用しながら両立をしてきた．「その時間内
に終わるようにすごく集中して 1 年間がんば
って」，上司も周りの人もみんな褒めてくれて
いたが，「 4 月にお給料と資格をアップするか
しないかとの話があり，結局据え置き，資格も
ボーナスも変わらなかった」．他のワーキング
マザーのように発言できるほどの「スキルや能
力がないから，企業にも説得力がない」と自分
への苛立ちを抱く一方，他方には，「男性社会」
である経営組織で頑張っても本人を認めてくれ
ることはないと判断した．その結果，「仕事の
代わりはあるけど，三つ子の魂百まで，という
ように，ゆっくり育児をしたい」と言い聞かせ，
退職に至っている．
　破棄を経て退職に至った 2 人の女性正社員
（O氏／H氏）は，仕事の責任（管理職／平社員）
も家庭状況（中小企業で働く夫と育児に積極だ
った親／高所得で育児助力の少ない夫）も業務
満足度（高い／低い）もそれぞれの個人特性に
違いがある．しかし，施策の利用による結果属
性が組織であり，人事異動や評価及び処遇とい
った，両立支援施策の運用にかかわるHRMの
機能が組織の立場を代弁しているかのように受
け取っている点，共通していた．組織での出来
事が不公平でかつその統制力が組織の上層部に
あるとの認識は，組織への不信と相まって心理
的契約を破棄させるように働いた．女性比率や
両立支援施策利用率は両社とも比較的に高かっ
たが，組織内に真似できそうなロールモデル的
な存在も，悩みを共有し相談できる存在もいな
かった．
　それに対し，勤続し続けている 6 名は退職し
た 2 名と同様の結果評価を行っているにもか
かわらず，上司がその不利な状況に対し丁寧に
フィードバックをすることで公平感を獲得する
ケース（Dさん），働くママたちの多い会社で
あるために気晴らしの機会を持てることで葛藤
を軽減できたケース（Kさん，Tさん），両立支
援施策の利用とそれによる心理的契約の違反の
主体を自分だけに設定することで我慢している
ケース（Nさん）があった．いずれも，悪い結
果評価によって心理的契約の違反を経験してい
るものの，結果属性・公平性・社会的契約要因
によってその否定的結果が中和され，心理的契
約の破棄まで至らずに済んだケースである．
　心理的契約の違反は，両立支援施策の利用に
伴う結果が比較的に大きいとき，またその結果
の属性上，自分の統制できない要因によるもの
であったと判断するほど，公平性は低下する．
結果を統制する主体が顔をあわせ話し合える身
近な存在ではなく人事システムや経営陣などの
組織を象徴するような対象であるほど，発言選
択は取りづらく，心理的契約の破棄は退職選択
を導くであろう．結果属性を自分にしている人
のうち，公平であると認識された（＋）場合，
結果評価の影響力が比較的に軽減され勤続意思
の高いことが確認できよう．その反面，本人以
外を結果属性とし不公平感を報告した場合は，
結果評価が本人の感情に与える影響力も高く表
出され，勤続意思を弱めている可能性が確認さ
れた．
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3.5. HRMの機能と心理的契約の変化
　仮説 3 は、両立支援施策を利用することで、
女性正社員の心理的契約は変化する、というも
のである。
　両立支援施策を利用しながら仕事と育児を同
時に営む女性正社員の一部は，大変だった記憶
を修羅場経験として活かし組織との関係をより
丈夫に定立していた．分析の結果，両立支援施
策の運用におけるHRMの育成と評価機能が女
性正社員の定着に寄与することが確認された．
しかし，心理的契約の変化を引き起こすにあた
ってどのようなHRM機能が従業員の心理的契
約に認識されるかによって，心理的契約の変化
の中身が変わっていた．
　 3.5.1.  育成機能の介入による心理的契約の
再定立
　K氏（製造・広報／子供 2 歳／勤続意向高／
育児休業 6 カ月年・短時間勤務利用なし）は，
関係的契約の維持欲求が強く短時間勤務を取ら
ないでいた（表 3 参照）．周りの正社員に比べ
自分の義務履行は常に足りないことから評価が
下がるのが当然だと納得しているものの，将来
のキャリアについて描けずに「歯がゆい」気持
ちと「毎日が中途半端」な感覚で過ごしていた
時期もあった．にもかかわらず，彼女は「割り
切って仕事をする」ことになり，周りに感謝し
ながら勤続し続けたいと強く思っている．その
変化の背景には，彼女が育児休業中の間，代替
要員を入れなかったため，彼女は職場復帰とと
もに仕事質や役割範囲が変わることがなかった
ことと影響している．育児で残業が減り長期の
海外出張は行けなくなる等，組織に対し本人に
よる義務の不履行を認識していたにもかかわら
ず，育児休業後における仕事上の役割や権限が
保持されていたことに気を向けるようになっ
た．「ワーク・ライフ・バランスは制度があっ
ても大変」という彼女は，短時間勤務者と（短
時間勤務を利用しない）本人の間に確実に存在
する仕事役割と態度評価との格差は（「子供を
産んだばかりでフルタイムでやっているという
感じで，すごいと思われています」），両立支援
施策と育成上の運用との関係を明確に確認でき
るようにしたと思われる（注 2 ）．
　 3.5.2.  評価機能の介入による心理的契約の
再定立
　Y氏（保険・事務／子供 2 歳／勤続意向高／
育児休業 1 年・短時間勤務 2 カ月利用中，長
期利用予定）は関係的契約の維持欲求が低く，
出産に伴い両立施策の利用を活かしながら育児
役割に積極的に関わりたいと思っていた．不妊
治療で病院に通うことも続き家事と育児に気を
取られるなか辞めるかどうかの境目に，短時間
勤務を利用するようになった．
　当時，人事部から「契約社員に変更すること
もできる」とも言われていた経緯もあり，実態
からして「早朝に来てやる仕事とか残業時間帯
にやらなきゃいけない仕事は免除してもらい，
その分はみなさんに頑張ってもらう感じ」で働
き続けていると思っており，組織や職場の助力
に対し「自分の戸惑いが大きい」ほどである．
仕事の質が変わらなくてもどうしても周りの同
期や後輩たちに達しない働き方だったと自らの
心理的契約の違反認識を抱いていた．しかし，
彼女は「今後，働き続けるためにいろいろ勉強」
するつもりであり，もっと頑張っていきたいと
のキャリアへの志向は出産前より強くなってい
る．その変化をもたらした背景として，上司に
よる新たな心理的契約の提示が挙げられる．彼
女は上司から「（労働）時間が短くなった時に
も，レベルを下げるのではなく，内容で評価し
ましょう」と言われた後に受けた人事考課の結
果が「目標がクリアしましたとつけられ」た．
この評価は，出産前と変わらない評価である．
彼女自身，両立支援施策の利用度が高くなり周
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りに比べ自分の義務が履行されていない知覚が
強まったため，「このままでは，働き続けられ
るか考え込んでしまっ」ていた状況で，出産前
と同じく自分の能力が評価されたのである．そ
の結果，彼女は組織に対する低い貢献と周りの
理解に対する申し訳なさをもって，キャリアへ
の自身につなげることで，出産前に比べてなお
強く関係的契約を抱くようになっている．周り
の支援を「長期的」に報えるように頑張りたい，
と意識しているのである．
4 ．結　果
　出産後，両立支援施策を利用する女性正社員
を対象とした定性的分析の結果は以下のように
まとめることができよう．
　第 1 に，両立支援施策は施策利用前後にお
ける働き方の変化が伴うため，日本企業におけ
る伝統的な心理的契約に危機として作用する．
両立支援施策を利用したほとんどの女性正社員
は，両立支援施策を利用することが今まで築い
てきた組織との関係が崩れる恐れを抱き，施策
の利用に対する強い抵抗感及び不安を経験して
いた．もっとも，単なる周囲の理解不足や利用
しづらさなどの外部的な要因からではなく，本
人が内面化してきた望ましい働き方が両立を機
に維持できなくなることに対する歯がゆい気持
ちと組織内の関係者に対する後ろめたさによる
ものだった．
　第 2 に，そのため，両立支援施策の利用によ
る心理的契約の違反は主に本人を結果属性とす
ることで負い目を感じることから始まっている
場合が多かった．本人が心理的契約を違反して
いることを知覚している中，企業側も関係的契
約にふさわしくない施策運用をした場合，個人
レベルの違反認識と相まって，組織と本人双方
の違反，つまり，合意による破棄プロセスをも
たらしていた．予期しなかった仕事のダウン・
グレード，感情に触れる突発的な人事異動，口
頭による評価と相反する人事考課などがその例
であり，女性正社員は両立を行う自分は組織に
受け入れてもらえないと確信し，退職に向かっ
ていた．結果属性を本人ではなく組織や上司で
あると知覚した場合，違反から破棄，そして退
職行動へのプロセスは早まっていた．ただし，
施策利用初期には結果属性が本人だったが心理
的契約が破棄されることにより感情的な副産物
として結果属性が組織レベルに移ってきた可能
性も大きいだろう．したがって，両立支援施策
の運用のあり方が女性正社員の定着に与える影
響は大きいとされる．
　第 3 に，両立支援施策の運用のあり方によ
って，心理的契約は再定立していた．運用のあ
り方とは，育成機能を用いた運用と評価機能を
用いた運用とに分けられる．育成機能による運
用は，今までと同様のレベルの仕事，あるいは
組織戦略にとって長期的に重要な業務を任され
ている場合，その他の就労条件（評価の低下，
働きにくさ，施策の利用しづらさ）の負の影響
が調節されていた．ここで重要な点は，同じよ
うな仕事や重要な仕事を任せるそのものではな
く，それに対する本人の認知の内容である．そ
の内容とは「長期的な関係を前提とした関係的
契約を少なくとも企業は維持し続けている」，
といったものであった．評価機能による運用
は，労働時間の変わった状況にあわせた評価基
準の明確化，新しい働き方に対する日常的な支
援，施策利用前と変わらない人事考課がともに
働いていた．その結果，「今は申し訳ないけど，
できるだけ早く通常勤務者のように働くことで
会社に貢献していきたい」という認識が生まれ
関係的契約をかえって強化していた．
　多くの経営組織が従業員に対し，法廷基準を
超える育児休業期間と大幅の短時間勤務を提供
しており，より多くの優秀な人材を確保しつ
つ，社内人材の定着と高い貢献をもたらすこと
を目指している（Bloom，2006；Osterman，
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1995；武石，2006；21 世紀職業財団，2008；
労働政策研究・研修機構，2003 ）．しかし，職
場で経験する様々なメッセージは度々女性正社
員の心理的契約を違反しうることが本研究で示
された．その反面，育児役割は母と子供間の心
理的契約を極度に強める方向にのみ働く．両立
支援施策の導入率や利用率が高まり，企業側の
意識も高まっている今，女性正社員の育児退職
が改善されない背景には，このように，仕事と
育児間の根本的な性質の違いが存在するのかも
しれない．だからこそ，日本企業のHRMは，
両立支援施策への工夫でさらに鍛えられると思
う．育児のように，強力な代替役割に対しても
仕事へ意識を向かせるHRMは，今後ますます
拡大していくダイバーシティ（人材の多様性）
にも対応できる企業の競争力となりうるであろ
う．
　本研究の限界として，今回の調査は従業員の
立場を主な対象にしており，それぞれの組織の
立場から両立支援施策の運用要因を十分に検討
してはいなかった．今後において，両立支援施
策の運用側の企業を対象とした調査を通じて心
理的契約戦略の観点で検討が必要とされる．ひ
いては，測定と比較の可能な尺度の開発も探索
しながら定量分析に取り組むことで研究の妥当
性の確保や変数間関係の検討を重ねる必要があ
る（注 3 ）．
注
注 1 ）全分析において 2 割程度の不一致があ
った．
　　　事前質問票には（はい，いいえ）のみで
答えてもらったが，インタビューではも
っと多くの情報が得られるため信頼度が
高い．情報として，視線（回答時に目を
そらす，目を合わす，下を向く）と身振
り（うなづく，姿勢を取り直す，落ち着
きがある・ない），態度（明るい，無表
情），答え方（一問一答する，とまらず
話す，答えを濁す，黙る）などがある．
注 2 ）1 年後の追加インタビューで彼女が課長
代理に昇格・昇進を果たしていることが
確認された．
注 3 ）本稿は，文部科学省科学研究助成金若手
研究B（課題番号：25780231 ）と文部
科学省科学研究助成金基盤研究C（課題
番号：15K03688 ）を受けて行った研究
成果の一部である．
参考文献
Arsyris C. 1960. Understanding organizational 
behavior, Homewood, IL : Dorsey Press.
Blau. M. Peter 1964. Exchange and Power in Social 
Life Transaction Publishers
Bloom N., Kretschmer T. and Reenen J.V. 2006. 
“Work life balance, management practices 
and product iv i ty” , Center for Economic 
Performance.
Folger R.and Cropanzano R. 1998. Organizational 
Justice and Human Resource Management, 
SAGE.
Greenhouse J.H. and Beutell N.J. 1985 “Sources 
of conflict between work and family roles,” 
Academy of Management Review, 10 : 76-88.
Guzzo R.A. and Noonan K.A. 1994. “Human 
resource practices as communications and the 
psychological contract,” Human Resource 
Management, 33 (3) : 447-462.
Hirshman A. 1970. “Exit, Voice, and Royalty ; 
Responses to decline in firms, organization, 
states.” Harvard University Press.
Lobel S.A.and Clair L.St. 1992 “Effects of family 
responsibilities, gender, and career identity 
salience on performance outcomes,” Academy 
of Management Journal, 35 (5) : 1057-1069.
Lobel , S . A. , and Kossek, E. E. 1996 “Human 
− 34 −
違反された心理的契約から新しい雇用関係は生まれるか（林有珍）
21-36林_160121.indd   34 2016/01/21   11:17
resource strategies to support diversity in work 
and personal lifestyles : Beyond the ‘family 
friendly’ organization” Kossek and S. A. Lobel 
(Eds.) , Managing diversity: Human resource 
strategies for transforming the workplace, 
Blackwell : 221-243.
Mackneil I.R. 1985 “Relational contract: What we 
do and do not know,” Wisconsin Law Review, : 
483-525.
Millward L.J. and Hopkins L.J. 1998. “Psychological 
contracts, organizational and job commitment,” 
Journal of Applied Social Psychology, 28:1530-
1556.
Morishima M. 1996. “Renegotiating psychological 
c o n t r a c t s ; J a p a n e s e s t y l e ” Tr e n d s i n 
Organizational Behavior 3:139-158.
Morr ison E. W. and Robinson S. 1997 “When 
employees feel betrayed: A model of how 
psychological contract violation develops” The 
Academy of Management Review 22.
OECD 2003. Babies and Bosses : Reconciling work 
and family life. Austria, Ireland and Japan
Osterman P. 1995. “Work/family programs and 
the employment relationship,” Administrative 
Science Quarterly, 40 (4) : 681-700.
Rob i son S .L . 1996 . “Trus t and b reach o f the 
psychological contract ,” Administrative 
Science Quarterly, 41:574-599.
Robinson S.L. and Morrison E. W. 2000 “The 
development of psychological contract breach 
and violation: A longitudinal study,’’ Journal of 
Organizational Behavior, 21 (5) : 525-546.
Rousseau, M. 1989. “Psychological and implied 
c o n t r a c t s i n o r g a n i z a t i o n ” E m p l o y e e 
Responsibilities and Rights Journal, 2 (2) : 
121-139.
Rousseau, M.1995. Psychological contracts in 
organizations : understanding written and 
unwritten agreements, SAGE.
Scandura and Lankau 1997. “Relationships of 
gender, family responsibility and flexible 
work hours to organizational commitment and 
job satisfaction,” Journal of Organizational 
Behavior, 18 (4) ;377-391.
Turn l ey W.H. and Fe ldman D .C . 2000 . “Re -
examin ing the e ff ec t s o f p sycho log ica l 
contract violations: Unmet expectations and 
job dissatisfaction as mediators” Journal of 
Organizational Behavior, 21 (1) : 25-42.
坂爪洋美（ 2007 ）「管理職の両立支援策への理
解が部門に与える影響−「役割受容」を中
心に−」『組織科学』第 41 巻第 2 号，5 −
18 頁．
佐藤博樹（ 2008 ）「人材活用における雇用区分
の多元化と処遇の均等・均衡の課題」『組
織科学』第 41 巻第 3 号，22 − 32 頁．
武石恵美子（ 2006 ）「企業からみた両立支援策
の意義−両立支援策の効果研究に関する一
考察」『日本労働研究雑誌』No．553 ，19
− 33 頁．
蔡芢錫（ 2002 ）「心理的契約の違反と人的資源
管理システムの変革戦略」『組織科学』第
35 巻第 3 号，73 − 82 頁．
西岡由美（ 2009 ）「WLB支援制度・基盤制度
の組み合わせが決める経営パフォーマン
ス」『日本労働研究雑誌』第 583 号，60 −
67 頁．
21 世紀職業財団（ 2008 ）『休業取得者・短時
間勤務者の評価・処遇のあり方に関する報
告書』．
21 世紀職業財団（ 2009 ）『短時間勤務制度に
係る研究会報告書』．
日本経済新聞 2009 年 8 月 7 日 15 頁．
萩原久美子（ 2008 ）『「育児休職」協約の成立
高度成長期と家族的責任』勁草書房．
服部泰宏（ 2008 ）「日本企業における心理的契
− 35 −
現代ビジネス研究
21-36林_160121.indd   35 2016/01/21   11:17
約の探索的研究：契約内容と履行状況，企
業への信頼に対する影響」
『組織科学』第 42 巻第 2 号，75 − 88 頁．
藤本哲史・新城優子（ 2007 ）「企業のファミリ
ー・フレンドリー制度に対する従業者の
不公平感」『組織科学』第 41 巻第 2 号，19
− 28 頁．
藤本哲史・脇坂明（ 2008 ）「従業員のワーク・
ライフ・バランス意識−仕事要求度−コ
ントロールモデルに基づく検討−」『学習
院大学経済論集』第 45 巻第 3 号，223 −
267 頁．
松原光代（ 2010 ）「ワーク・ライフ・バランス
が実現できる職場要因の検討−管理職と部
下による業務遂行過程の合意の重要性−」
『学習院大学大学院研究論集』第 18 巻第 1
号，71 − 82 頁．
守島基博（ 2001 ）「内部労働市場論に基づく
21 世紀型HRMモデルの概要」『組織科学』
第 34 巻第 4 号，39 − 52 頁．
守島基博（ 2002 ）「知的創造とHRM」『組織科
学』第 36 巻第 1 号，41 − 50 頁．
労働政策研究・研修機構（ 2003 ）『育児や介護
と仕事の両立に関する調査報告書』
脇坂明（ 1983 ）「パート問題とM字型女子労
働力率−高梨教授の所説を素材として−」
『岡山大学経済学会雑誌』第 15 巻第 1 号，
113 − 145 頁．
脇坂明（ 2009 ）「WLBの定着・浸透−制度・
実態ギャップと中小企業」『日本労働研究
雑誌』第 583 号，4 − 13 頁．
− 36 −
違反された心理的契約から新しい雇用関係は生まれるか（林有珍）
21-36林_160121.indd   36 2016/01/21   11:17
